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【個別注記表】 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1）資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券の評価基準及び評価方法 

 ・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 ・そ の 他 有 価 証 券 

 時価のあるもの 事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産 

  直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価  

切下げの方法) 

 ・未成工事支出金 個別法による原価法          

 （2）固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

なお、取得価額 10万円以上 20万円未満の少額減価償却資産については、

3 年間で均等償却する方法によっております。 

  主な耐用年数は次のとおりです。 

  建物及び構築物 10～50 年  工具、器具及び備品 3～10年 

 ②無形固定資産(リース資産を除く) 

  定額法を採用しております。 

 ③リース資産         

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 (3)引当金の計上基準 

 ①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 ②賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しております。 

 ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

                                  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

  数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10 年）による定率法により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。 

 過去勤務費用は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定額法により発生した事業年度から費用処理しており

ます。 

当社の一部は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る



期末自己都合要支給額及び内規に基づく期末要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 

 ④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

  計上しております。 

 ⑤工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち重要な損失の発生が見込まれるものについて、

将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。 

 （4）収益及び費用の計上基準 

 完成工事高の計上基準 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 （5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

  ・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020年３月 31 日）を当事業年度か

ら適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。 

 

３. 重要な会計上の見積り 
当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しておりま

す。この計算書類を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮

定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。 

 計算書類作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりであります。 

 

退職給付関係 

① 当年度の計算書類に計上した金額 

退職給付引当金  247,757千円 

 

① 会計上の見積の内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

a) 当年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は、採用している退職給付制度ごとに、 退職給付に関する会計基準（企業会計基準第 26 号）

にしたがい、退職給付債務及び年金資産の額を算出しており、退職給付引当金及び退職給付費用は、

退職率、死亡率、昇給率、割引率、期待運用収益率等の数理計算上の仮定とこれらにより生じた差異

の費用処理 方法に基づき算出しております。 

また、複数事業主制度の退職給付債務については、退職拠出制度に準じた会計処理を行っておりま

す。 

ｂ) 当年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

数理計算上の仮定及び差異の費用処理方法に関する仮定は、関連するデータの過去の実績や金利変

動の市場動向等、入手可能な情報を総合的に判断して決定しております。 

ｃ）翌年度の計算書類に与える影響 

退職給付関係において利用した仮定は、将来の不確実な経営環境や社会情勢によって影響を受ける

可能性があり、将来にわたり、退職給付制度債務の測定額に重要な修正を生じさせるリスクを有し

ているため、翌年度の計算書類に影響を与える可能性があります。 

 

 

 

 



４．貸借対照表に関する注記 

 （1）有形固定資産の減価償却累計額 2,242,184 千円 

 （2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

     短期金銭債務 18,863 千円 

     長期金銭債務 4,557 千円 

 （3）コミットメント契約    コミットメントの総額 3,500,000 千円 

  借入実行残高 －千円 

  差引額 3,500,000 千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

 （1）関係会社との取引高（仕入高） 

 営業取引 187,837千円 

 営業外取引 2,400 千円 

 

６. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 （1）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 11,800,000 株 

 （2）当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

 普通株式 287,171株 

 （3）剰余金の配当に関する事項 

 ①配当金支払額等 

決議 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 276,307 千円 24 円 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 29 日 

  

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 345,384 千円 30 円 2021年 3月 31日 2021年 6月 30日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７. 税効果に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 繰延税金資産 

 賞与引当金繰入限度超過額 198,276千円 

 賞与法定福利費 30,525 千円 

 未払事業税 31,665 千円 

 貸倒引当金繰入限度超過額 8,707 千円 

              工事損失引当金繰入限度超過額         10,554 千円 

 退職給付引当金繰入限度超過額 75,863 千円 

              退職給付信託                 186,259 千円 

 役員退職慰労引当金繰入限度超過額 105,925千円 

 減価償却費超過額 2,440 千円 

 資産除去債務 13,563 千円 

 投資有価証券評価損 94,935 千円 

 会員権評価損 13,183 千円 

 その他 20,181 千円 

繰延税金資産小計 792,083千円 

 評価性引当額 △248,366 千円 

 繰延税金資産合計 543,716千円 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △181,028 千円 

 有形固定資産過大計上 △1,935千円 

 固定資産圧縮積立金 △258,949 千円 

 繰延税金負債合計 △441,913 千円 

 繰延税金資産の純額 101,802千円 

 

８. 金融商品に関する注記 

 （1）金融商品の状況に関する事項 

 ①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等を中心に行い、また、資金調達については銀行借り入れ

による方針であります。 

 ②金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理 

受取手形及び完成工事未収入金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに対

して与信管理規程に従い、取引先ごとの信用取引限度額を設定し、限度額内での取引を原則としている

ほか、売上債権の長期未回収分（3 ヶ月超）については経理部が各部門に対して定期的な調査を行い、

取引先の状況及び回収予定日等の確認を行うことによって、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。 

   短期貸付金及び長期貸付金については、従業員及び専属の協力会社に限定しております。 

  投資有価証券については、業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。当該リスクに対して定期的に市場価格（時価）や発行体（取引先企業）の財務状況等を確認して

おります。 

   支払手形及び工事未払金については、１年以内の支払期日であります。 

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。 

③信用リスクの集中 

当事業年度末日現在における営業債権のうち 45.7％が特定の大口顧客に対するものであります。 

 

 



 

 （2）金融商品の時価等に関する事項 

  2021年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

  （（注 4）を参照ください） 

区分 
貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

② 現金及び預金 8,031,676  8,031,676  －  

②受取手形 

③完成工事未収入金 

④有価証券 

⑤短期貸付金 

⑥未収入金 

  貸倒引当金(注 1) 

503,350  

6,258,861  

300,087  

9,973  

228,796   

(22,101)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7,278,967  7,278,967  －  

⑦投資有価証券 2,367,478  2,367,478  －  

⑧長期貸付金 

⑨破産更生債権等 

  貸倒引当金(注 2) 

3,768  

3,899  

(3,910)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 3,756  3,756  －  

⑩支払手形 

⑪工事未払金 

⑫リース債務(流動負債) 

⑬未払金 

⑭長期借入金(１年内返済予定の

長期借入金を含む) 

⑮リース債務(固定負債) 

  (164,531)  

(4,709,114)  

(9,373)  

  (202,330)  

 (340,000)  

 

  (11,253)  

(164,531)  

(4,709,114)  

(9,373)  

(202,330)  

(328,746)  

 

  (11,253)  

－  

－  

－  

－  

(△11,253) 

 

－  

※負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

(注 1) 受取手形、完成工事未収入金、短期貸付金、未収入金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金

を控除しております。 

(注 2) 長期貸付金及び破産更生債権等に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(注 3) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①現金及び預金、②受取手形、③完成工事未収入金、⑤短期貸付金、⑥未収入金 

  これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 

 ④有価証券及び⑦投資有価証券 

  これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格によっております。 

 ⑧長期貸付金及び⑨破産更生債権等 

  長期貸付金及び破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額

をもって時価としております。 

 ⑩支払手形、⑪工事未払金、⑫リース債務(流動負債)、⑬未払金 

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 



 

 ⑭長期借入金(1 年内返済予定の長期借入金を含む) 

   長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

⑮リース債務(固定負債) 

長期リース債務の時価については、元利金の合計を同様の新規リース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

（注 4）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 

非上場株式 

 

211,756 

関係会社株式 251,269 

差入保証金 15,690 

これらについては、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。 

 

９．持分法損益等に関する注記 

 関連会社に対する投資の金額 241,269千円 

 持分法を適用した場合の投資の金額 455,264千円 

 持分法を適用した場合の投資利益の金額 11,739 千円  

 

１０. 関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

種類 
会社等の名

称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の 内容 

又 は職業 

議決権等

の所有(被

所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

主要 

株主 
城北興業㈱ 

東京都 

渋谷区 
40,000 土木及び舗装工事 

（被所有） 

直接

17.9％ 

間接 

6.5％ 

委託業務及び(注1) 

舗装工事の発注 
同左 885,019 工事未払金 152,106 

（2）子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の名

称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の 内容 

又 は職業 

議決権等

の所有

(被所有）

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

子会社 
㈱協和ライ 

フサービス 

東京都 

中央区 
10,000 

車輌のリース・整

備 

損害保険代理店 

（所有） 

直接 

100％ 

車輌リース依頼(注2) 

損害保険/手数料等 

受取賃料 

役員の兼任 

同左 

166,676 

17,632 

2,400 

 

未払費用 

 

リース債務 

16,500 

 

6,217 

関連  

会社 

東京理学  

検査㈱ 

東京都 

品川区 
45,000 

配管に対する理科

学機器による検査 

（所有） 

直接

44.4％ 

配管に対する理科学機器

による検査の発注 

(注3)役員の兼任 

同左 3,528 工事未払金 703 

上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

 取引条件及び取引条件の決定方法 

（注 1）委託業務費及び工事の発注等については、市場価格・総原価を勘案して一般的取引条件と同様に決定

しております。 

（注 2）車輌のリース等については、市場価格に基づいて一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注 3）検査の発注等については、市場価格に基づいて一般的取引条件と同様に決定しております。 

 



 

１１．1株当たり情報に関する注記 

 （1）1 株当たり純資産額 1,467 円 43 銭 

 （2）1 株当たり当期純利益 151 円 12銭 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

１３．その他の注記 

  該当事項はありません。 
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